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　不適正な経理処理の実態については、会計検査院が平成 20 年度から 23 年度までの３年間にわ



























































































































































　外部監査人の専門性については、地方自治法第 252 条の 28 において、（1）弁護士、（2）公認
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　内部統制は、もともと 1992 年にトレッドウェイ委員会組織委員会（Committee of Sponsoring 


























































－ 9  －
石川　恵子：今後の地方自治体監査制度の変革の可能性
注
1 総務省『地方自治法抜本改正についての考え方（平成 22 年）』、平成 23 年 1 月。
2 「監査制度の見直し案について（たたき台）」が提示している、各見直し案の監査機能に係わる基本的な
骨子は以下のとおりである。
 　　見直し案１：長の責任の明確化および監査機能の外部化  
　　見直し案 2：内部と外部の監査機能の明確化  
　　見直し案 3：監査機能の共同化
3 会計検査院『都道府県及び政令指定都市における国庫補助金に係る事務費等の不適正な経理処理等の事
態、発生の背景及び再発防止策についての報告書』、平成 22 年 12 月。
4 現行の監査委員制度および外部監査制度の現状と課題については、以下の拙稿を参照されたい。  
石川恵子『監査委員制度の機能化に向けての問題の視点』実践女子大学人間社会学部紀要、平成 20 年 4
月、87 ～ 98 頁。  
石川恵子『わが国の地方自治体の外部監査制度の現状と課題―財政健全化法の施行に向けて』実践女
子大学人間社会学部紀要、平成 21 年 4 月、67 ～ 75 頁。
5 地方自治法第 198 条の 3 第 1 項では監査委員の独立性に関連して、「監査委員は、その職務を遂行する
に当たっては、常に公平不偏の態度を保持して、監査をしなければならない」という規定を設けている。
6 1997 年（平成 9 年）に改正された地方自治法では、この点が議論され、OB の委員については上限を 1
名以上とした。
7 総務省の調査結果によれば、平成 20 年度に個別外部監査契約を締結した都道府県・指定都市は京都市
のみであった。また、平成 20 年度に指定都市および中核市以外の市町村で個別監査契約を締結したのは、
つくば市、台東区、杉並区、新潟県粟島浦村、南アルプス市、そして三重県伊勢崎町の 6 団体であった。
総務省『地方公共団体における外部監査制度に関する調査の結果』平成 22 年 2 月。
8 会計検査院　前掲報告書、53 頁。  
平成 15 年から 20 年度までの包括外部監査契約の実施状況によると、不適正な経理処理について意見を
述べていた事例としては、平成 20 年に宮崎県で試験研究機関の財務事務についての事例がある。
9 総務省『地方公共団体における外部監査制度に関する調査の結果』前掲資料。
10 3E 監査については、以下の拙著を参照されたい。  
石川恵子『地方自治体の業績監査』中央経済社、平成 23 年 3 月。
11 外部監査契約を実施する監査人の資格としては、税理士も認められている。
12 総務省『地方公共団体における外部監査制度に関する調査の結果』前掲資料。  
15 団体の内訳は港区、江東区、目黒区、大田区、世田谷区、荒川区、足立区、八王子市、町田市、牧方
市、八尾市、丸亀市、坂出市、善通寺市、そして佐世保市である。  
　また、平成 20 年に公表された調査結果では、包括外部監査を義務づけられていない地方自治体は 1,764
団体あった。当該団体なかで、条例を制定することにより包括外部監査を実施したのは 14 団体であった。
14 団体の内訳は盛岡市（平成 20 年 4 月 1 日より中核市に移行。）、港区、目黒区、大田区、世田谷区、
荒川区、足立区、八王子市、町田市、牧方市、八尾市、坂出市、そして善通寺市である。総務省『地方
公共団体における外部監査制度に関する調査の結果』、平成 20 年 12 月。
13 長に対して以下の体制を構築することを提案している。
















15 地方自治体の内部統制については、総務省から以下の研究報告書が公表されている。  
総務省『地方公共団体における内部統制のあり方に関する研究会最終報告書』、平成 21 年 9 月。
16 内部統制については以下の文献を参照されたい。  
鳥羽至英『内部統制の理論と制度執行・監督・監査の視点から』国本書房、平成 19 年 5 月。
17 監査委員会については、前掲の拙著『地方自治体の業績監査』を参照されたい。
